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本書の前提

本書は、企業の経営者・管理部門の方に向けて、生成AIの業務利用に伴うリスクと、管理の考え方を整理したも

のです。法令やAIベンダーのポリシーは変わります。記載内容は2026年9月時点の公開情報にもとづいており、

法的助言ではありません。個別の判断にあたっては、最新の一次情報と専門家の確認をお願いします。

AceDo Workspace　社員はもう使っている。会社が知らないAI利用の実態と5つのリスク 2



I N T R O D U C T I O N

00 社員はもう使っている

「うちはまだAIを導入していない」。そう考えている会社でも、社員はすでに使っています。個人のス

マートフォンで、自宅のパソコンで、あるいは会社の端末のブラウザから。会社が「導入していない」

ことと、社員が「使っていない」ことは、別の話です。

会社が知らないところで起きていること

ChatGPT、Gemini、Claude、Grok。生成AIは、個人が無料で、あるいは月額数千円で契約できるサービ

スとして普及しました。営業担当者が提案書のたたき台を作り、総務担当者が規程の文面を整え、新人が

議事録を要約する。便利で、速く、しかも会社の承認が要らない。だから使われます。

問題は、その利用が会社から見えないことです。

誰が使っているか分からない

何を入力したか分からない（顧客名、社内資料、未公開の数字が含まれていないか）

何が出力され、どこに使われたか分からない（そのまま社外に出ていないか）

いくら払っているか分からない（個人の立替え、部署ごとの契約）

退職した社員のアカウントに、会社の情報が残っていないか分からない

「禁止」では解決しない

この状況に対して、多くの会社が最初に取る手は「業務でのAI利用を禁止する」ことです。しかし禁止は、

利用を止めるのではなく、見えなくするだけです。社員は個人の端末に移り、会社はますます把握できな

くなります。生産性の向上という利益も失います。

もうひとつの手は「ガイドラインを作る」ことです。これは必要ですが、十分ではありません。ルールを作

っても、守られているかを確認する手段がなければ、ルールは紙の上に残るだけです。

本書で扱う「5つのリスク」

リスク 何が起きるか 誰が困るか

1. 情報漏えい 入力した社内情報・顧客情報が、会社の管理外に置かれる 会社・顧客

2. 個人情報保護法 個人データの外部提供にあたる利用が、確認なく行われる 会社・本人

3. 権利と誤情報 誰が作ったか分からない成果物が、そのまま社外に出る 会社・取引先

4. 見えないコスト 部署・個人ごとの契約が積み上がり、費用と効果が測れない 経営

5. 止められないアカウント 退職・異動のあとも、個人アカウントに会社の情報が残る 会社

次章から、ひとつずつ見ていきます。
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01 情報漏えい — 入力した情報は、どこへ行くのか

生成AIに文章を入力するとは、その文章をAIベンダーのサーバーに送ることです。送った情報がどう

扱われるかは、「どの契約で使っているか」で決まります。同じChatGPTでも、個人向けの無料プラ

ンと、法人向けのAPI契約では、扱いが違います。

個人向けサービスと法人向けAPIの違い

主要なAIベンダーは、個人向けサービス（ブラウザやアプリから使うもの）と、法人向けの利用形態（API

やエンタープライズ契約）で、入力データの扱いを分けて公開しています。おおまかには次の違いがありま

す。

個人向けサービス 法人向けAPI・エンタープライズ契約

モデルの

学習への

利用

初期設定では学習に使われる場合がある

（設定で無効化できるサービスもある）

学習には使わない、と各社が明記

データの

保持期間

アカウントに履歴として残る。削除は本人

の操作次第

不正利用の監視のため一定期間（例: 30日）保持したのち削

除。ゼロ保持の設定を提供する場合もある

契約の主

体

社員個人 会社

会社から

の管理

できない（社員個人のアカウントのため） できる（利用者・ログ・権限を会社が持つ）

※ 各社の最新のポリシーは、必ずベンダーの公式サイトでご確認ください。本書は2026年9月時点の公開情報にも

とづく整理です。

「学習に使われる」とはどういうことか

入力した内容がモデルの学習に使われる場合、その情報の断片が、将来のモデルの応答に反映される可能性

があります。社内の未公開情報や顧客の固有名詞が、他社の利用者への回答に混ざるリスクは、ゼロではあ

りません。各社はこれを防ぐ仕組みを持っているとしていますが、「使われない契約で使う」ことが、最も

確実な対策です。

「保持される」とはどういうことか

学習に使われない契約でも、入力データはベンダーのサーバーに一定期間保持されます。目的は不正利用の

監視です。保持期間中にベンダー側で事故が起きれば、影響を受ける可能性があります。金融・医療など、

より厳しい要件を持つ業種向けに、保持期間をゼロにする「ゼロデータ保持（ZDR）」を、審査のうえで提

供しているベンダーもあります。
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個人アカウント利用で、実際に何が起きるか

社員が個人アカウントで業務にAIを使うとき、次のことが同時に起きています。

1. 会社の情報が、社員個人の契約のもとで外部に送られる。会社はベンダーと契約関係にないため、事故

が起きても会社として問い合わせる立場にありません。

2. 学習に使われるかどうかを、会社は選べない。設定は社員個人のアカウントにあり、会社は確認も変更

もできません。

3. 会話の履歴が、社員個人のアカウントに残り続ける。退職後も残ります（リスク5で詳述）。

4. 何を入力したかの記録が、会社には無い。事故が起きたとき、「何が漏れた可能性があるか」を会社が

把握できません。

特に注意が必要な入力

顧客・取引先の社名、担当者名、連絡先、取引条件

未公開の売上・原価・見積もりの数字

人事情報（評価、給与、健康に関する情報）

ソースコード、設計書、製品の仕様

契約書の全文、社内規程、議事録

これらは「入力してはいけない」のではなく、「会社が契約し、管理できる環境で入力する」べき情報です。

対策の方向性

情報漏えいへの対策は、社員に「気をつけて」と言うことではありません。会社が契約主体となり、学習

に使われない法人向けの経路でAIを使える環境を用意すること。そのうえで、誰が何を入力したかの記録を

会社が持つこと。この2つで、リスクの大半は「管理できる状態」になります。

この章のまとめ

個人向けサービスと法人向けAPIでは、入力データの扱いが違う

個人アカウントでの業務利用は、会社が契約主体でないため、管理も確認もできない

対策は「禁止」ではなく「会社が契約した環境に移す」こと

参考: 各AIベンダーが公開するデータ利用ポリシー（OpenAI、Google、Anthropic、xAI）。個人向けサービスと法人向けAPIで、学

習利用・保持期間の扱いを分けて記載している。
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02
個人情報保護法 — 「個人データを入力する」こと

の意味

顧客の氏名や連絡先を含む文章をAIに入力することは、個人データを外部の事業者に渡すことにあたり得ま

す。個人情報保護法は、この場面についてすでに考え方を示しています。

個人情報保護委員会の注意喚起（2023年6月）

個人情報保護委員会は2023年6月2日、「生成AIサービスの利用に関する注意喚起等」を公表し、個人情報取扱事業

者が生成AIサービスに個人データを入力する場合の留意点を示しました。要点は次のとおりです。

個人情報を含むプロンプトを入力する場合、その個人情報の利用目的を達成するために必要な範囲内であること

を確認すること

入力した個人データが、応答結果の出力以外の目的で取り扱われないこと（学習に使われないこと等）を、あら

かじめ確認すること。確認できない場合、第三者提供や目的外利用にあたる可能性がある

要配慮個人情報（病歴、犯罪歴など）の取得には、原則として本人の同意が必要であること

社員が個人アカウントで顧客情報を入力している状態は、「学習に使われないことを会社が確認していない」状態で

あり、この注意喚起に照らして問題になり得ます。

「委託」として整理するために必要なこと

法人向けのAPI契約でAIを利用し、入力データが応答の生成以外に使われないことが契約上明確であれば、個人デー

タの取り扱いを「委託」として整理する考え方があります。そのためには、少なくとも次の条件が要ります。

1. 会社がAIベンダー（またはサービス提供者）と契約していること

2. 入力データが学習に使われないことが、契約または公開ポリシーで明記されていること

3. 会社が、誰がどの個人データを入力したかを把握できること（委託先の監督）

4. 社内の利用規程で、入力してよい情報の範囲が定められていること

個人アカウントでは、1と3が満たせません。

社内規程に書くべきこと

AI利用規程は「作ること」より「実態と合っていること」が重要です。規程で「個人情報の入力は禁止」と書きなが

ら、実際には営業担当者が顧客名を入れて提案書を作っている状態は、規程が無いより悪い場合があります。事故の

とき、会社が「知りながら放置した」と見られるためです。現実的な書き方は、「会社が用意した環境でのみ、業務

上必要な範囲で入力できる」とし、個人契約のサービスへの入力を禁じることです。

この章のまとめ

個人データをAIに入力する行為は、個人情報保護法の規律の対象になり得る

個人情報保護委員会は、学習に使われないことの事前確認を求めている

会社が契約主体でなければ、確認も監督もできない

出典: 個人情報保護委員会「生成AIサービスの利用に関する注意喚起等」（2023年6月2日）
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03
成果物の権利と誤情報 — 誰が作ったか分からない

もの

AIが書いた文章や作った画像が、社内の資料や社外向けの提案書に混ざり始めています。それ自体は問題で

はありません。問題は「誰が、何を、どのAIで作ったか」が分からないまま、社外に出ていくことです。

誤情報（ハルシネーション）

生成AIは、事実でないことを、事実であるかのように書くことがあります。存在しない法令の条番号、実在しない統

計、誤った製品仕様。もっともらしい文章ほど、確認されずに通ります。

個人アカウントで作られた文章は、会社の側に「これはAIが書いた」という記録がありません。受け取った側は、

人が調べて書いたものとして読みます。誤りが見つかったとき、原因をたどれないことが二次的な問題を生みます。

著作権

文化庁は2024年3月に「AIと著作権に関する考え方について」を公表しました。要点として、AIが自律的に生成し

たものは原則として著作物にあたらず、人が創作的に関与した部分に著作権が発生し得るとされています。また、AI

生成物が既存の著作物と類似している場合、依拠性と類似性の観点から侵害が問題になり得ます。実務上の含意は2

つです。

AI生成物をそのまま自社の著作物として扱うと、権利が主張できない部分が生じる

既存の著作物に似た生成物を社外に出すと、侵害を問われる可能性がある。「AIが作った」は抗弁にならない

成果物が「会社のもの」にならない

社員が個人アカウントで作ったプロンプトや成果物は、会社の資産として残りません。うまくいった指示の書き方、

使い回せるテンプレート、過去の成果物は、本来会社に蓄積されるべきノウハウですが、個人アカウントの中にある

限り、異動・退職とともに消えます。

「記録が残る」ことで解決する問題

問題 記録があれば

誤情報が社外に出た 誰が・いつ・どのAIで作ったかをたどり、原因と範囲を特定できる

著作権の問題を指摘された 入力と出力の履歴から、依拠性の有無を説明できる

担当者が退職した プロンプトと成果物が会社に残り、引き継げる

良い使い方が広まらない 成果物を社内で共有し、テンプレートとして再利用できる

この章のまとめ

AI生成物には誤情報と権利の問題がつきまとう。「AIが作った」は免責にならない

対策の核心は「誰が・何を・どのAIで作ったか」の記録を会社が持つこと

記録は同時に、ノウハウを会社の資産にする仕組みでもある

出典: 文化庁「AIと著作権に関する考え方について」（2024年3月15日）

AceDo Workspace　社員はもう使っている。会社が知らないAI利用の実態と5つのリスク 7



R I S K  0 4

04 見えないコスト — 何に、いくら使っているのか

AIの利用料は、1人あたり月数千円です。金額が小さいために、決裁を通らず、経費精算にも表れにくく、

気づいたときには部署ごと・個人ごとに契約が積み上がっています。

3つの「見えない」

1. 金額が見えない

営業部はChatGPT、開発部はClaude、企画部はGemini。それぞれが別々に契約し、一部は個人のカードで立て替

えています。会社として「AIにいくら使っているか」を答えられる人がいません。

2. 利用状況が見えない

契約している10人のうち、実際に使っているのは3人、という状況は珍しくありません。逆に、契約していない人が

個人で使っていることもあります。使われていないアカウントの費用と、管理外の利用が同時に存在します。

3. 効果が見えない

AIを導入して業務が速くなったのか、成果物の質が上がったのか。それを測るには、「誰が・何に・どれだけ使った

か」の記録が要ります。記録が無ければ、効果は感覚でしか語れず、投資の判断ができません。

経営が知るべき数字

知るべきこと 個人契約では 会社で管理すれば

月額の総額 分からない 1つの請求で把握できる

利用者数と稼働率 分からない 誰が使い、誰が使っていないかが分かる

何に使われているか 分からない 用途・部署ごとの利用が分かる

どのモデルが使われているか 分からない モデルごとの利用量とコストが分かる

成果物の数 分からない 共有された成果物を数えられる

「使った分だけ」に切り替える

個人向けの月額プランは、使っても使わなくても同じ料金です。法人向けのAPIは、使った分だけの従量課金が基本

です。利用状況が見えるようになると、「10人分の定額」から「実際に使った分」への切り替えが可能になり、使わ

れていないアカウントの費用が消えます。

従量課金は上限を決めないと予測しにくい面もあるため、利用記録を見ながら部署や人ごとの目安を決めることが管

理の一部になります。

この章のまとめ

金額が小さいために、AIの費用は決裁を通らず積み上がる

費用・利用状況・効果の3つは、記録が無ければどれも測れない

利用が見えるようになれば、定額から従量への切り替えと、投資判断ができる
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05
会社が止められないアカウント — 退職・異動・放

置

社員が退職するとき、会社はメールアカウントを停止し、端末を回収します。しかし、その社員が個人契約

で使っていたAIのアカウントは、会社には止められません。中には、在職中に入力した会社の情報が、会話

履歴として残っています。

退職後に残るもの

在職中に入力した社内資料・顧客情報を含む会話履歴

業務用に作り込んだプロンプトやカスタム設定

アップロードしたファイル（AIサービスによっては保存される）

これらは退職者の手元に残り、会社は削除を求める根拠も手段も持ちません。悪意がなくても、転職先で「前職で

作ったプロンプト」を使えば、前職の情報が含まれている可能性があります。

異動・組織変更のとき

部署が変われば、アクセスしてよい情報も変わります。会社のシステムなら権限を付け替えますが、個人アカウント

には権限という概念がなく、前の部署の情報を持ったまま使い続けることになります。

使われなくなったアカウント

プロジェクトが終わり、使われなくなったアカウントが残ります。課金は続き、情報も残り、誰も管理していない。

管理されていないアカウントは、攻撃の入口になりやすい場所です。

「会社のアカウント」であれば

場面 会社が管理するアカウントなら

退職 アカウントを停止し、履歴と成果物は会社に残す（引き継ぎに使える）

異動 権限を付け替える。見てよい情報の範囲を組織に合わせる

未使用 利用記録から未使用アカウントを見つけ、停止する

事故 誰が・いつ・何を入力したかをたどり、影響範囲を特定する

マネジメントシステムとしての管理 — ISO/IEC 42001

5つのリスクに共通するのは、「AIの利用を会社の管理の仕組みの中に置く」ことで対処できる点です。2023年12

月発行のISO/IEC 42001は、組織がAIシステムを安全・倫理的・透明性高く運用するための、世界初のAIマネジメ

ントシステムの国際規格です。方針・リスク評価・責任・記録と見直しという枠組みは、規模を問わずAI利用の管理

の土台になります。

この章のまとめ

個人アカウントは、会社が停止も権限変更も削除もできない

退職・異動・放置のそれぞれで、情報とコストが会社の外に残る

解決の方向は「会社のアカウントで使う」こと。ISO/IEC 42001は管理の枠組みとして参照できる

参考: ISO/IEC 42001:2023 Information technology — Artificial intelligence — Management system（2023年12月発行）
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C A S E S

06 実際に何が起きたか — 公開されている事例

ここでは、報道や公的機関の公表資料で広く知られている事例を取り上げます。いずれも「悪意のあ

る社員」ではなく、「便利だから使った社員」が起点です。

大手電機メーカーでのソースコード入力（2023年）

2023年春、韓国の大手電機メーカーで、エンジニアが社内のソースコードや会議内容をChatGPTに入力

していたことが報じられました。同社はその後、社内での生成AIの利用を制限したと報じられています。

入力の目的はコードの修正や議事録の要約で、業務を速くするための利用でした。

教訓: 禁止していなかった段階で、すでに機密が外部に送られていた。禁止の前に「会社が管理できる環境」が必要

だった。

個人情報保護委員会による注意喚起（2023年）

日本の個人情報保護委員会は2023年6月、生成AIサービスの利用に関する注意喚起を公表し、あわせて

OpenAIに対して、要配慮個人情報の取得等に関する注意喚起を行いました。行政が、生成AIへの個人情報

の入力を明確に規律の対象として扱った例です。

教訓: 「AIだから」個人情報保護法の例外になることはない。事業者側の確認義務が問われる。

AIが生成した存在しない判例の引用（2023年）

米国で、弁護士が生成AIを使って作成した準備書面に、実在しない判例が複数引用されていたことが判明

し、裁判所から制裁を受けました。弁護士はAIの出力を検証せずに提出していました。

教訓: 誤情報はもっともらしい形で出てくる。「誰がAIで作ったか」が分かれば確認の手順を置けるが、分からなけ

ればそのまま通る。

事例に共通すること

1. 使ったのは、普通の社員・専門職。悪意はなかった

2. 会社側に、利用の記録も、使ってよい環境の用意もなかった

3. 問題が起きてから、禁止やルールづくりが始まった

順番が逆です。使える環境と記録を先に用意し、ルールはそれに合わせて作る。次章のセルフチェックで、

御社の現在地を確認してください。

参考: 各事例は2023年に複数の報道機関および個人情報保護委員会の公表資料で公開されたもの。詳細は各一次情報をご確認くださ

い。
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S E L F  C H E C K

07 セルフチェック — 御社は何個当てはまりますか

「はい」と答えられる項目にチェックを入れてください。「いいえ」の項目が、御社のリスクの所在で

す。

契約と環境

記録と可視化

ルールと運用

ライフサイクル

結果の見方

「はい」の数 状態

13〜15 管理できています。より楽にする余地を探す段階です

8〜12 ルールはあるが、記録や環境が追いついていない可能性があります。「記録と可視化」の項目を優先して

ください

4〜7 個人利用が主で、会社からは見えていない状態です。まず「契約と環境」から着手してください

0〜3 本書のリスク1〜5が、同時に起きている可能性があります。次章の5つのことを、順番に進めてくださ

い

社員のAI利用は、個人契約ではなく会社のアカ

ウントで管理できている

会社が契約しているAIサービスでは、入力内容

が学習に使われないことを確認している

入力データの保持期間を把握している

会社として、どのAIモデルを使ってよいかを決め

ている

誰が・いつ・どのAIを使ったかの記録を残して

いる

誰が何を作ったか、何に使ったのかを把握でき

ている

利用記録を、必要なときに書き出して確認でき

る

AIの利用費用を、会社全体で正確に把握してい

る

AI利用に関する社内規程がある

規程の内容と、実際の利用の実態が合っている

社員が利用を始める前に、ルールを確認し同意

する手順がある

入力してよい情報・してはいけない情報の線引

きが、社員に伝わっている

退職・異動のとき、AIのアカウントと権限を会

社が変更できる

作られたプロンプトや成果物が、社内で共有・

再利用できる

使われていないアカウントを見つけて止める手

段がある
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A C T I O N S

08 会社としてやるべき5つのこと

5つのリスクは、5つの対策と一対一で対応します。順番も、この通りに進めるのが現実的です。ルー

ルは最後です。

1 会社のアカウントで使える環境を用意する

個人契約を禁止する前に、会社が契約した環境を用意します。学習に使われない法人向けの経路で、主要

なAIモデルを使えること。社員が「個人で使う理由」を無くすことが、最初の一歩です。→ リスク1・5に

対応

2 利用の記録を残す

誰が・いつ・どのAIを・何に使ったか。記録は、事故のときの調査手段であると同時に、効果を測る材料

であり、規程が守られているかを確認する手段でもあります。→ リスク3・4に対応

3 入力してよい情報の線引きを、規程と初回同意で示す

個人データ・機密情報の扱いを規程に書き、社員が利用を始める前に確認して同意する手順を置きます。

「原則として」の余地を残しつつ、実態と合う書き方にします。→ リスク2に対応

4 成果物とノウハウを会社に残す

うまくいったプロンプト、資料、テンプレートを社内で共有し、再利用できるようにします。個人の中に

あるノウハウを、会社の資産に変えます。→ リスク3・5に対応

5 経営が数字を見る

利用者数、利用量、費用、成果物の数。月に一度、経営が見る。それだけで、AIは「社員が勝手に使って

いるもの」から「会社が投資し、管理しているもの」に変わります。→ リスク4に対応

よくある順番の間違い

多くの会社が「まず規程」から始めます。しかし環境と記録が無い状態で規程を作ると、守られているかを

確認できず、実態と乖離します。環境（1）→記録（2）→規程（3）の順が、無理がありません。
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S O L U T I O N

09 AceDo Workspaceで、どう実現するか

AceDo Workspaceは、会社のAI利用を「誰が・何に・どれだけ使ったか」まで見える化する、法人

向けのAI管理プラットフォームです。前章の5つの対策に、そのまま対応します。

やるべきこと AceDo Workspaceの機能

1. 会社のアカウントで

使える環境

会社のアカウントで、ChatGPT・Gemini・Claude・Grokを選んで利用。各社の法人

向けAPIを通じて接続し、入力内容はモデルの学習に使われません

2. 利用の記録 誰が・いつ・どのAIを使ったかを利用記録として保存。メンバー・操作・期間で絞り込

み、CSVで書き出せます

3. 規程と初回同意 利用開始時に社内ルールを確認・同意する運用に対応。規程の整備もご相談いただけ

ます

4. 成果物とノウハウの

共有

指示書（プロンプト）台帳・資料・テンプレートを社内で共有。よく使われた指示書

がダッシュボードに残ります

5. 経営が数字を見る 管理者ダッシュボードで、今月の利用回数・利用者・共有された成果物をひと目で確

認

4つの機能

利用ログの可視化

誰が・いつ・何にAIを使ったかの操作記録。使ったAI

（モデル）と対象の会話まで追え、CSVで書き出せま

す。

社内共有機能

指示書台帳・資料・テンプレートを社内で共有。作られ

たアプリや成果物が、会社の資産として残ります。

法人API限定のセキュリティ

各AIベンダーの法人向けAPIのみを利用。入力内容が学

習に使われない経路で、会社が契約主体になります。

モデルの選択

ChatGPT・Gemini・Claude・Grokを会話ごとに切り

替え。どのモデルを使ったかは利用記録に残ります。

ISO/IEC 42001（AIマネジメントシステム）準拠

AceDo Workspaceは、組織がAIシステムを安全・倫理的・透明性高く運用するための国際規格 ISO/IEC

42001 に準拠した設計です。
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10 導入の流れ・料金・お問い合わせ

料金

月額プラットフォーム利用料 100,000円（税抜）／基本5名まで

6人目以降 1名あたり 5,000円／月（税抜）

AI利用料 各AIモデルの利用量に応じた従量課金（税抜）

初期費用 なし

導入の流れ

1. AceDo Workspaceを知る — 資料で全体像と機能をご確認ください

2. オンラインで説明を受ける — 無料相談で、機能・料金・導入の進め方をご説明します

3. 申込み・利用開始 — お申込み後、アカウントを発行して利用を開始します。社内ルールづくりや初回

説明もご相談ください

無料トライアル

10,000円分の利用を無料でお試しいただけます。期間は最長1ヶ月、毎月先着5社様までです。実際の業

務で使ってから、導入を判断できます。

お問い合わせ

本書について

本書の内容は2026年9月時点の公開情報にもとづくもので、法的助言ではありません。法令・規格・各AIベン

ダーのポリシーは変更されることがあります。個別の判断にあたっては、最新の一次情報と専門家の確認をお願

いします。本書の無断転載を禁じます。© 2026 AceDo Inc.

AceDo株式会社　〒150-0047 東京都渋谷区神山町11-15 神山フォレスト308

電話: 03-4400-4199（平日 10:00〜18:00）　メール: contact@acedo.jp

営業のしつこいご連絡はしません。お気軽にご相談ください。
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